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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第２四半期累計期間
第48期

第２四半期累計期間
第47期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年９月30日

自平成23年４月１日
至平成23年９月30日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（千円） 2,621,853 2,473,633 5,240,055

経常利益（千円） 262,301 186,721 499,016

四半期（当期）純利益（千円） 148,100 86,716 218,872

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 554,000 554,000 554,000

発行済株式総数（株） 4,884,000 4,884,000 4,884,000

純資産額（千円） 4,154,850 4,239,161 4,225,406

総資産額（千円） 6,141,383 6,253,371 6,299,601

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
30.78 18.02 45.49

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 15.00

自己資本比率（％） 67.7 67.8 67.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
248,380 115,100 520,832

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△46,273 △43,618 △92,608

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△48,145 △72,018 △48,155

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
2,032,157 2,257,728 2,258,265

　

回次
第47期

第２四半期会計期間
第48期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成22年７月１日
至平成22年９月30日

自平成23年７月１日
至平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
20.16 11.95

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

      ２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。

  

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

  当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災とその後の原発事故、米国の景気不安や欧州での財

政不安により依然として先行きの不透明な状況が続いております。

　当業界におきましては、サプライチェーンの復旧に伴って段ボール需要も戻りつつありますが、円高の影響もあ

り、生産量は前年並みの水準となりました。

　このような状況下において、生産量につきましては、段ボールシート29百万㎡（前年同四半期比4.9％減）、段ボー

ルケース20百万㎡（前年同四半期比0.4％増）となりました。

　また、当第２四半期累計期間の業績は、売上高2,473百万円（前年同四半期比5.7％減）となりました。利益面にお

きましては、売上高の減少および原油価格の高止まりや修理費等の増加により経常利益186百万円（前年同四半期

比28.8％減）、四半期純利益86百万円（前年同四半期比41.4％減）となりました。

　販売品目別の概況は次のとおりであります。

　　(イ) 段ボールシート

　　売上高は417百万円

　　総売上高に占める割合は16.9％です。

　　(ロ) 段ボールケース

　　売上高は1,673百万円

　　総売上高に占める割合は67.6％です。

　　(ハ) ラベル

　　売上高は94百万円

　　総売上高に占める割合は3.8％です。

　　(ニ) その他（主に包装資材）

　　売上高は288百万円

　　総売上高に占める割合は11.7％です。

　

当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ46百万円減少し、6,253百万円となりました。

これは主に受取手形及び売掛金の減少によるものであります。 

　負債は、前事業年度末に比べ59百万円減少し、2,014百万円となりました。

　その結果、純資産は4,239百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は税引前四半期純利益157百万円

（前年同四半期は260百万円）となり、四半期末残高の資金は前会計年度末に比べ0百万円減少し2,257百万円と

なりました。

　　　　　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの原因は、次のとおりであります。

　      　（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

              　営業活動の結果得られた資金は115百万円（前年同四半期は248百万円の収入）となりました。

              　これらの主な資金増の要因は、売上債権の減少額97百万円（前年同四半期は37百万円の増加額）による

ものであります。一方、主な資金減の要因は、たな卸資産の増加額73百万円（前年同四半期は22百万円の減

少額）および仕入債務の減少額２百万円(前年同四半期は76百万円の増加額)によるものであります。

        　（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー

              　投資活動の結果使用した資金は43百万円（前年同四半期は46百万円の支出）となりました。

              　これは主に有形固定資産の取得によるものであります。

        　（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー

              　財務活動の結果使用した資金は72百万円（前年同四半期は48百万円の支出）となりました。

　これは配当金の支払いによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題については重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　　該当事項はありません。

 

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社を取り巻く事業環境は非常に競争が激しく、当社といたしましては、地域密着型経営をさらにきめ細かく行

い、当社の小ロット多品種・短納期の特徴を最大限に活かしていきます。また、営業面におきましては、年間を通じ

て販売イベントを組み、売上高増進を図ると共に、取引先にデザインの提案ができる包装設計デザイン研究所と連

携を取りながら、受注量の増加をはかり安定経営を目指します。管理面におきましては、本社集中管理システムをよ

り充実させるため、内部監査と連携を取りながら、体制の確立を目指していきます。このことから経営面におきまし

ては、迅速に日々の状況が把握でき適切な判断指示が出来るものと思われます。

 

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　当社は、現在無借金経営を続けており、当面、資金の借入れの計画はありません。

 

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

 　当社の経営陣は、月１回開催されます経営企画委員会にて会社の重要な方針や会社運営上必要な事柄を話しあっ

ております。経営企画委員会の下部組織として販売管理・品質管理・仕入価格調査・予算管理・改善提案・安全衛

生・ＥＤＰの各委員会を設けており、各委員会が業務の遂行を担っております。また、全事業部の責任者が一同に　　

会する統括職会議においても、各委員会の状況を発表し推進しております。運営上不都合が生じた時は、管理部より

経営企画委員会または取締役会に提出し見直しを行っております。

 

EDINET提出書類

大村紙業株式会社(E00682)

四半期報告書

 4/16



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,884,000 4,884,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

100株でありま

す。

計 4,884,000 4,884,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 4,884,000 － 554,000 － 566,030

　

EDINET提出書類

大村紙業株式会社(E00682)

四半期報告書

 5/16



（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

サンオオムラ株式会社 神奈川県茅ヶ崎市東海岸南1-20-30 1,413 28.93

大村　日出雄 神奈川県茅ヶ崎市 925 18.95

大村　八重子 神奈川県茅ヶ崎市 903 18.48

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 239 4.89

大村紙業取引先持株会 神奈川県茅ヶ崎市甘沼163-1 228 4.66

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい3-1-1 194 3.98

大村紙業社員持株会 神奈川県茅ヶ崎市甘沼163-1 172 3.52

大村紙業株式会社 神奈川県茅ヶ崎市甘沼163-1 72 1.47

大村　慶子 神奈川県茅ヶ崎市 70 1.44

大村　日出子 神奈川県茅ヶ崎市 52 1.08

藤原　司乃部 神奈川県茅ヶ崎市 52 1.08

計 － 4,324 88.53

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  　72,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,811,700 48,117 －

単元未満株式
普通株式       300

　
－ －

発行済株式総数 4,884,000 － －

総株主の議決権 － 48,117 －

 

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

大村紙業株式会社
神奈川県茅ヶ崎市甘

沼163の１番地
72,000 － 72,000 1.47

計 － 72,000 － 72,000 1.47

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成23年７月１日から平成23年

９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、明和監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,287,464 2,286,946

受取手形及び売掛金 1,280,000 1,181,804

有価証券 2,674 2,675

商品及び製品 39,791 39,834

原材料及び貯蔵品 217,070 290,531

その他 68,600 73,446

貸倒引当金 △8,960 △8,272

流動資産合計 3,886,641 3,866,966

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 408,766 397,423

土地 1,347,397 1,347,397

その他（純額） 254,242 245,993

有形固定資産合計 2,010,407 1,990,814

無形固定資産 16,324 15,530

投資その他の資産

投資有価証券 152,748 149,264

その他 248,288 244,499

貸倒引当金 △14,809 △13,703

投資その他の資産合計 386,228 380,059

固定資産合計 2,412,959 2,386,405

資産合計 6,299,601 6,253,371

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,155,139 1,152,389

未払法人税等 120,490 68,527

賞与引当金 78,369 76,690

その他 136,228 137,539

流動負債合計 1,490,228 1,435,146

固定負債

退職給付引当金 212,378 202,837

役員退職慰労引当金 354,687 359,325

その他 16,900 16,900

固定負債合計 583,966 579,063

負債合計 2,074,194 2,014,209
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 554,000 554,000

資本剰余金 566,030 566,030

利益剰余金 3,143,685 3,158,223

自己株式 △40,910 △40,910

株主資本合計 4,222,805 4,237,343

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,601 1,818

評価・換算差額等合計 2,601 1,818

純資産合計 4,225,406 4,239,161

負債純資産合計 6,299,601 6,253,371
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 2,621,853 2,473,633

売上原価 1,808,866 1,745,168

売上総利益 812,987 728,464

販売費及び一般管理費 ※1
 556,164

※1
 545,116

営業利益 256,822 183,347

営業外収益

受取利息 1,406 1,068

受取配当金 1,356 1,356

受取保険料 3,024 1,973

雑収入 4,488 2,825

営業外収益合計 10,277 7,224

営業外費用

支払利息 91 45

売上割引 4,297 3,499

雑損失 409 306

営業外費用合計 4,798 3,851

経常利益 262,301 186,721

特別損失

固定資産除却損 113 451

投資有価証券評価損 627 2,182

災害による損失 － ※2
 26,555

その他 1,195 40

特別損失合計 1,936 29,229

税引前四半期純利益 260,365 157,491

法人税、住民税及び事業税 109,966 63,396

法人税等調整額 2,298 7,378

法人税等合計 112,264 70,774

四半期純利益 148,100 86,716
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 260,365 157,491

減価償却費 61,420 59,761

未払人件費の増減額（△は減少） △1,925 △3,560

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,651 △9,540

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,875 4,637

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,424 △1,792

受取利息及び受取配当金 △2,763 △2,425

支払利息 91 45

有形固定資産売却損益（△は益） △1,093 △192

有形固定資産除却損 522 757

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 627 2,182

出資金評価損 1,195 －

売上債権の増減額（△は増加） △37,404 97,873

たな卸資産の増減額（△は増加） 22,532 △73,503

その他の流動資産の増減額（△は増加） △595 △9,287

その他の固定資産の増減額（△は増加） 8,600 1,733

仕入債務の増減額（△は減少） 76,101 △2,645

未払金の増減額（△は減少） 2,116 15,080

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,920 △397

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,966 △8,832

小計 371,702 227,385

利息及び配当金の受取額 2,775 2,391

利息の支払額 △91 △45

法人税等の支払額 △126,006 △114,631

営業活動によるキャッシュ・フロー 248,380 115,100

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △63 △20

有形固定資産の取得による支出 △46,982 △44,525

有形固定資産の売却による収入 1,550 612

投資有価証券の取得による支出 △750 －

従業員に対する貸付けによる支出 △700 △120

従業員に対する貸付金の回収による収入 672 434

投資活動によるキャッシュ・フロー △46,273 △43,618

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △58 －

配当金の支払額 △48,087 △72,018

財務活動によるキャッシュ・フロー △48,145 △72,018

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 153,960 △537

現金及び現金同等物の期首残高 1,878,197 2,258,265

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,032,157

※
 2,257,728
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【追加情報】

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

　　次のとおりであります。

発送費

貸倒引当金繰入額　

149,028千円

640千円

役員報酬

役員退職慰労引当金繰入額　

47,406千円

5,875千円

給与及び手当

賞与引当金繰入額　

139,615千円

40,577千円

退職給付費用 8,537千円

減価償却費 28,304千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

　　次のとおりであります。

発送費

貸倒引当金繰入額　

146,485千円

4,422千円

役員報酬

役員退職慰労引当金繰入額　

47,210千円

4,637千円

給与及び手当

賞与引当金繰入額　

136,011千円

40,072千円

退職給付費用 4,352千円

減価償却費 24,980千円

─────

　

※２　災害による損失は、東日本大震災によるもので、そ

　　の内訳は次のとおりであります。 

　　　固定資産の原状回復費用　　　　　　8,318千円

    　操業・営業休止期間の固定費  　　　7,926千円

　　　義捐金　　　　　　　　　　  　 　10,310千円　

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

　表に掲記されている科目の金額との関係　

　（平成22年９月30日現在）

現金及び預金勘定 2,061,357千円

預入期間が３ケ月を超える

定期預金 △31,873千円

ＭＲＦ 2,673千円

現金及び現金同等物 2,032,157千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

　表に掲記されている科目の金額との関係　

　（平成23年９月30日現在）

現金及び預金勘定 2,286,946千円

預入期間が３ケ月を超える

定期預金 △31,893千円

ＭＲＦ 2,675千円

現金及び現金同等物 2,257,728千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 48,120 10.00平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 72,178 15.00平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

 

（金融商品関係）

　　　　金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。　

　

（有価証券関係）

　　　　有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

  

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

  

（持分法損益等）

  該当事項はありません。　

  

（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

　当社は、紙器梱包資材等の製造販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　　

　

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年９月30日）

　当社は、紙器梱包資材等の製造販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 30円78銭 18円2銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 148,100 86,716

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 148,100 86,716

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,811 4,811

　　（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　 

　

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。　

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月10日

大村紙業株式会社

取締役会　御中

明和監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 高品　 彰 　　印

 業務執行社員  公認会計士 金井　匡志　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大村紙業株式会社の

平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第48期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年７月１日から平成23年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示

するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大村紙業株式会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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